
  　 　 　 　 　 　 　 　

1　事業の概要

①　成果目標（H26)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　　　　　　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

事業番号 04 10 16 事業改善シート （26年度実施事業分）　　□当初要求　　■当初予算案　　□補正予算案　　　□点検

事　業　名 子育てサポートステップアップ事業子育てサポートステップアップ事業子育てサポートステップアップ事業子育てサポートステップアップ事業
担

当

課

部局 健康福祉部

３　子育て支援体制の充実 実施期間 H26 ～

課・室 こども・家庭課

総合５か

年計画

プロジェクト  E-mail kodomo-katei@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

７－２　子育て先進県の実現

目指す姿

医療関係者の団体等に協力いただき医師や看護師で現場を離れている人材やOB・OGに声がけをして人材を掘り起こすとともに、子ど

もの保育や育児相談、病児・病後児の預かり、家事支援など子育て中の家族に寄り添い、支えてくれる人材を養成し、地域で行われて

いるファミリー・サポート・センター事業や子育てサポーター事業等につなげていくことで、安心して子どもを生み、育てられる環境づくり

を推進する。

目標（H26年度）　養成人数　200人

現状 女性の社会進出や働き方の多様化に伴い、仕事と子育ての両立支援のニーズが高まっている。

県が関与

する理由

県関与の必要性あり

【左記の説明、根拠法令等】

児童の福祉に関し、市町村に必要な援助を行うことは都道府県の業務である。

児童福祉法

県民との協働による実施： 可能

子育て支援者養成人数　200人

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H26実施内容

H25 H26

（当初） （要求）

２．小規模ファミリー・サポー

ト・センター運営費への補助

補助金

上記１の受講者を会員として受け入れ、安心こども

基金対象の事業実施への移行を目指す小規模ファ

ミリー・サポート・センター事業への運営費を補助す

る。

－ 1,000 0

（予算案）

１．子育て支援者養成講座の

開催

直接

地域の元気な高齢者や子育て経験のある主婦等を

対象に子育て支援に必要な知識の研修を行い、子

育て支援者として養成する。

－ 260 2,060

合計 0 1,260 2,060

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　　分（単位：千円） 23年度 24年度 25年度 26要求26要求26要求26要求

H27

目標

補正予算

合計（A) 0 0 0

目標 成果 達成状況

26予算案26予算案26予算案26予算案 成果目標の達成状況

予

算

額

前年度繰越

項目

当初予算 1,260 2,060

H25末

（見込）

H26

1,260 2,060

子育て支援

者養成人数

200人

Aの

財源

0 0 0 1,260 2,060

0.10 0.10

0 0 0 826

要求からの主な変更点 　地域少子化対策強化交付金を活用し事業を拡大

指摘事項等への対応 （指摘事項等） （対応）

□監査

□決算特別委員会

□県民協働による事業改善

 概算事業費（B（A）+C） 0 0 0 2,086 2,886

826

概　算

人件費


